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企業版ふるさと納税の活用状況
１ 制度概要
・地方創生プロジェクトに対して県外の企業が寄附を行った場合に、法人関係税から
税額控除する仕組み。

・令和２年度から税の軽減効果が最大約９割に拡大。
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２ 県の取組
・令和２年７月に国の認定を受けて取組を開始。

・「子どもの貧困対策」と「首里城復興」を主なプロジェクトに位置付け、県及び内
閣府ホームページに掲載し、寄附を募集している。
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４ 実績

令和２年度・・・１社、100万円

令和３年度・・・４社、1,500万円

※ 協議中・・・１社

令和４年度
※ 協議中・・・３社

３ 寄附の流れ

【子どもの貧困】
野村アセットマネジメント（株）（東京都）

【子どもの貧困】
社名非公表

【首里城】
カネリョウ海藻（株）（熊本県）

【首里城】
（株）福岡リアルティ（福岡県）

【首里城】
マツ六（株）（大阪府）
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